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東京開業ワンストップセンター（TOSBEC）は、会社設立に必要な各種手続にワンストップで対応する相談窓口です。国
と東京都が共同で運営し、赤坂のほか渋谷・丸の内にもサテライトセンターを設けています。
今回は、大手重工会社で要職も務め、「2025年の崖」問題の課題解決デジタルトランスフォーメーション推進のために、

60歳を過ぎて起業した、大武幹治さんにお話を伺いました。

リレーインタビュー…………利用者

起業心が芽生えるきっかけとなったのは、20代で経験した
米国への短期留学でした

相談体験会を随時開催しています。 参加者募集中！ 誰でも無料でご利用いただけます！

【東京開業ワンストップセンター】
住所：東京都港区赤坂1-12-32 アーク森ビル 日本貿易振興機構（ジェトロ）本部7階

電話：03-3582-8352 FAX：03-5561-4123
URL: : https://www.startup-support.metro.tokyo.lg.jp/onestop/jp/

株式会社M&M戦略コンサルティング

代表取締役 大武幹治 さん

振り返れば、1987年に米国に短期留学し、ビジネススクールの友達

と出会ったことが起業心を芽生えさせるきっかけでした。そこでのビジネ

スマインドにあふれる人たちとの出会いはとても刺激的で、大きな影響

を受けました。とはいえすぐに、強い起業心を抱いたわけではありませ

ん。当時は、企業の中でそのリソースを活用しながら研究職として自分

に何ができるのか、その課題解決に追いまくられる日々でしたね。ニュ

ーヨーク本社勤務を経て、帰国後、2007年には専門職学位課程で現

代経営を学ぶ機会を得て、次第に経営戦略に関わる仕事に携わるよ

うになりました。各種の学会、研究会や財形会などで社外のさまざまな

専門家やイノベーターの方たちとお話しする機会も増え、私自身の視

野も広がっていきました。

そうしたなか、「2025年の崖」問題では、日本の将来に強い危機感を

抱き、どのように対応していくかを真剣に考えるようになったのです。

デジタルトランスフォーメーション推進のため、

長年勤めた会社を退職し、起業を決意しました

これほどスムーズに創業手続きができたのは

TOSBECの適切なワンストップサービスのおかげです

事業計画の作成はこれまでさまざまな経験をしてきたので大き

な問題はありませんでしたが、法人を創業する知識に関してゼロ。

どのようにしたらいいのまったくわかりませんでした。そんな折、商

工会議所の中小企業相談センターでTOSBECを教えていただきま

した。早速、赤坂のオフィスを訪ねたところ、サービスの品質の高

さに感銘を受けました。

まず、中小企業診断士の方から、定款関係や登記書類の作成・

申請について、開業の届け出、健康保険・厚生年金、口座開設の

申請など、懇切丁寧に適切なアドバイスをいただきました。また、

法人の事業内容の一言一句から定款の作成、電子定款認証の

手続きについてのアドバイスも明瞭的確。政府のデジタル化対応

によって、登記申請に関連する手続き要領も変化しているタイミン

グに適切なアドバイスがいただけ、必要な申請書類を迅速に揃え

ることができました。

そして、マイナンバーカードと作成した定款電子データをUSBで持

参し、TOSBECで電子定款PDFを作成することで無事手続きが終

了。ここまでスムーズに定款認証ができるとは驚きでした。いずれ

にしろ、私一人ではどうしようもなかった創業手続きを、これほど問

題なくスピーディに行うことができたのはTOSBECのおかげと、深く

感謝しています。

会社を立ち上げるのであれば、その手続きを他人任せに

せず、自分で行うべきだと考えます。そこで得た知識、ノ

ウハウは将来必ず役に立つはず。

創業手続きのやり取りを自分でまとめた“議事録”は、当

社の会社創業のバイブルとなっているほどです。

プロフィール／1983年に大手重工会社に入社。技術開発部門に配
属され、1996年からはニューヨーク勤務も経験。帰国後、2007年に
MBAを取得。その後、同本社のグローバル事業推進のイノーベーショ
ンを担当し、2021年4月、株式会社Ｍ＆Ｍ戦略コンサルティングを設
立する。

「2025年の崖」とは、経済産業省が2018年に発表した「DX(Digital 

Transformation)レポート」の中で使われた言葉です。このレポートで

は、日本企業が国際市場で勝ち抜くためにはDXの推進が不可欠で

あり、それを実現しなければ業務効率、競争力の低下は避けられな

いとしています。私自身も、日本の製造業の復権にはDXによる企業

変革力(ダイナミック・ケイパビリティ)の実現が鍵と痛感し、既存の枠

にとらわれず、これらの課題に対応するためには新会社の設立が不

可欠と考え、起業を決意しました。


